様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 2022年　4月　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） れんごーかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 レンゴー株式会社
（ふりがな）かわもと　ようすけ    
（法人の場合）代表者の氏名  川本　洋祐   印   
住所　〒553-0007
大阪府大阪市福島区大開四丁目1番186号
法人番号　　1120001036880　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■サステナビリティレポート 2021


	公表日
	2021年9月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
https://www.rengo.co.jp/sustainability/info/report/2021/sustainability_report2021.pdf
（7～8ページ目）

	記載内容抜粋
	〈デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについての認識〉
eコマースで注文した物を包んで届けるために不可欠なパッケージングは、デジタル技術と融合することにより、生活を豊かにする社会インフラとして重要な役割を担っていく。

〈上記の認識を踏まえた経営ビジョン〉
当社グループは、製造、物流、販売などさまざまな業務プロセスにおいてDXを推進し、デジタル技術（Cyber）とそれを使う人間（Physical）を融合させ、新たな顧客価値の創造、革新的な業務の効率化、働き方改革などに取り組んでいく。

〈経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性〉
5Gなどの最先端情報通信技術も活用しつつ、膨大なデータとそれを扱う人間とが調和したCPS（Cyber-Physical System）の構築を図っていく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営幹部会の承認を受けたDX推進の方向性に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項。

※経営幹部会は、決裁権限を定めた決裁基準に基づき取締役会より権限を委任された業務執行の決定機関であり、代表取締役を含む常務執行役員以上の役員で構成される。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■サステナビリティレポート 2021


	公表日
	2021年9月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
https://www.rengo.co.jp/sustainability/info/report/2021/sustainability_report2021.pdf
（8ページ目）


	記載内容抜粋
	当社グループは、以下のキーワードをテーマとしてDXを推進する。
〈新たな顧客価値の創造〉
· センサーを活用したIoT、AI技術による品質・サービス向上
· 調達・生産工程の見える化によるサプライチェーンの最適化、低炭素社会の実現
· バーチャル技術を活用した提案型営業

〈新規ビジネスモデル創出〉
· デジタル印刷パッケージの拡充
· 自社開発デジタルツールの外販
· 顧客とのデータ連携による自動受発注システムの開発・販売

〈社内業務効率化〉
· 働き方改革の一環としてのペーパーレス化、テレワーク対応
· デジタル技術を活用した採用活動、社内教育
· 自社のITエンジニア育成による開発体制強化

〈既存プロセスの変革〉
· 配車システムへのAI 導入による物流効率化
· デザイン・包装設計へのデジタルデータ活用による提案準備時間の短縮化、データ保管の安全性向上
· モバイルネットワーク時代に対応する新たな営業手法、販売チャネルの開拓


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営幹部会の承認を受けたDX推進の方向性に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項。

※経営幹部会は、決裁権限を定めた決裁基準に基づき取締役会より権限を委任された業務執行の決定機関であり、代表取締役を含む常務執行役員以上の役員で構成される。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
■サステナビリティレポート 2021（7ページ目）
https://www.rengo.co.jp/sustainability/info/report/2021/sustainability_report2021.pdf


	記載内容抜粋
	2020年4月に設置した、代表取締役社長を委員長とする「DX推進検討委員会」のもと、デジタル化を通じた事業プロセスの進化を図るとともに、DX人材育成にも取り組んでいる。

求人サイトなどを通じてIT人材を募集・採用した。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
■サステナビリティレポート 2021（49,53ページ目）
https://www.rengo.co.jp/sustainability/info/report/2021/sustainability_report2021.pdf


	記載内容抜粋
	ワーク・ライフ・バランス実現のための雇用環境の整備や、テレワークの制度化などにより、働き方改革を推進し、多様性のある人材の採用および定着に努めている。

当社グループは、美粧性に優れ、プロモーション効果の高いデジタル印刷によるパッケージ「デジパケ」を展開している。今後もデジタル技術を活用した製品ラインアップの拡充を図るため、積極的な設備投資や研究開発投資を実施する方針である。

DX推進のテーマ別に設備投資予算を確保している。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	有価証券報告書－第153期(令和2年4月1日－令和3年3月31日)


	公表日
	2021年6月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	EDINET（金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）
https://disclosure.edinet-fsa.go.jp/E01EW/download?uji.verb=W0EZA104CXP001003Action&uji.bean=ee.bean.parent.EECommonSearchBean&PID=W1E63011&SESSIONKEY=1635214662666&lgKbn=2&pkbn=0&skbn=1&dskb=&askb=&dflg=0&iflg=0&preId=1&mul=3941&fls=on&cal=1&era=R&yer=&mon=&pfs=4&row=100&idx=0&str=&kbn=1&flg=&syoruiKanriNo=&s=S100LIS5
（10ページ目）


	記載内容抜粋
	DX戦略の達成を業績目標の達成とみなし、当社グループが目標としている次の重要な経営指標と同一としている。
· 売上高経常利益率：6％以上
· D/Eレシオ：1.5倍以下




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年9月27日

	発信方法
	当社ホームページにて公表。
■サステナビリティレポート 2021
https://www.rengo.co.jp/sustainability/info/report/2021/sustainability_report2021.pdf


	発信内容
	サステナビリティレポート 2021（5～8ページ目）
トップメッセージにおいて以下の内容を発信。

■DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進
当社グループは、最新のデジタル技術を活用し、製造・物流・営業・管理の各方面で、業務の効率化、新たな付加価値の創造、働き方改革への対応を進めています。2020年4月に設置した、代表取締役社長を委員長とする「DX推進検討委員会」のもと、デジタル化を通じた事業プロセスの進化を図るとともに、情報セキュリティ対策の強化やDX人材育成にも取り組んでいます。
「コロナ時代の新たな日常」の中でもビジネスを円滑に進めるため、5Gなどの最先端情報通信技術も活用しつつ、膨大なデータとそれを扱う人間とが調和したCPS（Cyber-Physical System）の構築を図ってまいります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年　1月頃　～　2022年　1月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAに提出済み。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2021年　4月頃　～　2022年　1月頃


	実施内容
	2021年度、経済産業省が策定したサイバーセキュリティ経営ガイドラインを参考に、運用負荷やセキュリティ実効性を考慮した情報セキュリティポリシーを策定した。また、CSR委員会の下部組織として、情報システム本部統轄役員を委員長とする情報セキュリティ委員会を設置し、各種情報セキュリティ対策の管理・監督・監査を実施している。

2021年度情報セキュリティ対策で主な項目
1 教育活動（意識向上コンテンツの配信）
2 ウイルス対策ソフト設定見直し
（ふるまい検知機能の追加）
3 クラウドサービス利用監視ソフトの検証
（主にオンラインストレージの監査）

2022年度情報セキュリティ対策で主な項目
1 ウイルス対策ソフトの強化・最新化（EDR等）
2 メール運用の見直し
　（外部へのメール転送の監視強化、対策）
3 グループ企業のセキュリティ強化
　（現状調査、助言、ポリシー作成支援）

毎年実施する項目
1 情報資産管理台帳の棚卸
2 セキュリティ脆弱性診断の受診と対策

社内に情報処理安全確保支援士は3名在籍。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

